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項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進担当参事　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進担当参事　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進担当参事　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進担当参事　池田　淳

R3目標
会年職員 0.14 人

A

0.00 人

0.70 人

0.00 人

8,727千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2～

0千円

所沢市集団資源回収事業参加協力業者助成金交
付要綱(令和2年6月25日施行)

期間 0.20 人

臨時職員

R2～ 1,634千円

18,921千円

どのように貢献したか

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

登録準備 登録準備完了
海洋プラスチックごみ問題
を広く周知し、廃棄物の減
量に貢献した。

10店

0千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

プラスチックごみ削
減推進事業

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

①35台

R2目標 R2実績
本件は所沢市マチごとエコタウン推進計画における
『もったいない』社会の形成に基づく事業である。
本市におけるプラスチックごみの削減を行うため、マ
イボトルやマイバッグ等の推進により、市民の皆様
が使い捨て製品に頼らないライフスタイルに変革す
ることで、ごみの減量を図る。

0.00 人

R1実績

１４．海の豊
かさを守ろう所沢市マチごとエコタウン推進計画、所沢市一般廃

棄物処理基本計画、プラスチック資源循環戦略
1,322千円 1,061千円

事業の目的及び具体的な内容

非常勤
特別職

目標達成済

0千円 0千円

①給水スポット設置数
とことこマイボトルスポット登録店舗数（累計）

使い捨てプラスチック削減に取り組む店舗を登
録し、その店舗を市民に紹介することで、市民
が排出する使い捨てごみの削減を図るため、店
舗数を指標とする。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標

立案、現状把握、事業内容検討、
市内店舗へのヒアリング、啓発物
品の作成等を実施し、令和３年４月
から登録店舗を募集開始するため
の準備ができた。

R2年度に改善した点

R2目標値が未達成の理由・分析

コロナ禍において、テイクアウト等の利用
者が増える中、事業者や市民に使い捨て
プラスチック削減の意識の浸透を目指す。

市民のマイボトルの持ち歩きを促進するた
め、事業者による取り組みを立案し、マチ
ごと、プラスチックごみ削減のための新た
な取り組みを検討できた。

法定受託事務 法定受託＋附加

R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

最優先 自治事務

5,718千円

期間

事業の目的及び具体的な内容

現在、中国の環境政策に伴う輸入規制等により古
紙類の価格が急落し、資源回収事業者の経営が危
機的状況にある。
　本事業は、500を超える市民団体が実施している
集団資源回収システムの崩壊を防止するため、集
団資源回収事業参加協力業者に対して市況変動に
応じた助成を行うものである。

0.00 人
非常勤
特別職

R2実績
古紙市況は未だ回復せず、依然として協
力業者の経営状況は危機的状況におか
れているため、今後はさらに多くの協力業
者に制度の利用を促し、古紙の安定した
再資源化を図る。

100件 104件 目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

110件

R3目標

0千円

0.00 人

R2目標 どのように貢献したか

所沢市集団資源回
収事業参加協力業
者助成金交付事業

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

R2年度に改善した点

R2目標値が未達成の理由・分析

申請件数（累計）

古紙市況が悪化している状況で、より多くの協
力業者に制度を利用してもらい、経営状態の下
支えを行うことを目的としていることから、申請
件数を指標とする。

協力業者の経営状態の下支えを行うため
に制度を創設し、協力業者へ制度利用を
促すことができた。

R1目標 R1実績

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

説明会の実施などにより、助成金
制度の内容について十分な周知を
行うことができたため、古紙取扱協
力業者全体の約7割からの申請を
受け付けることができた。
今後も引き続き協力業者へ制度利
用を促す。

臨時職員 0.00 人

①104件

②8,786t

0千円

R1決算額

①申請件数（累計）
②回収量合計

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

最優先 自治事務 法定受託事務

協力業者の経営状態を下
支えし、古紙類の再資源化
の流れを安定させること
で、廃棄物の減量に貢献し
た。

どのように貢献したか

家庭や事業所から排出さ
れる食品ロス削減を広く訴
えることで、廃棄物の減
量、もったいないの心の醸
成に貢献した。

１２．つくる責
任　つかう責

任

１２．つくる責
任　つかう責

任

４．質の高い
教育をみん

なに

１２．つくる責
任　つかう責

任

１２．つくる責
任　つかう責

任

どのように貢献したか

家庭で使用した古紙類を再
資源化することで、廃棄物
の減量に貢献した。

現状の課題

成果

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業概要（全体）

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

会
計

事務事業名称
所属
名称

経費

活動実績(R2)投入コスト

法定受託＋附加

R1その他職員
従事割合

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

非常勤
特別職

0.00 人

0.00 人

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市集団
資源回収事業報償金交付要綱

69,400千円

集団資源回収報償
金交付事業

重要

目標設定の考え方・根拠

①集団資源回収量

②登録団体数

12.5%

11.5%

13.0%

令和２年度は古紙価格の悪化に伴う協力業者
の事業規模縮小・撤退の影響で回収量が落ち
込んだ。また、新型コロナウイルス感染症拡大
の影響によって参加団体の活動が制限され、資
源物の回収量が減少した。

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

13.0%

13.0%

R2年度に改善した点

集団資源回収率
（集団資源回収量／家庭ごみ量×100）

集団資源回収にて回収される資源物の割合が
増えることで、行政回収の負担が減ることから、
集団資源回収率を指標とする。
　なお、目標値は、所沢市一般廃棄物処理基本
計画の参考値に基づく。

参加団体の負担軽減のため、申請書類の
簡素化など事務の簡略化を検討し、令和3
年度からの実施体制を整えた。

R1目標

法定受託＋附加 72,412千円 63,837千円

R1決算額 指標名

根拠法令 R2予算現額

自治事務 法定受託事務

集団資源回収事業実施団体（自治会・町内会、子ど
も会等）が資源物（新聞、雑誌・雑がみ、段ボール、
古布、アルミ缶・スチール缶、紙パック、生きびん）を
集団資源回収事業取扱業者に引き渡す活動に対
し、市は資源物1kgあたり6円（生きびんは1本当たり
6円）の報償金を交付し、ごみの減量と資源化の推
進を図る。

0.85 人

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

7,065千円 臨時職員 0.00 人

①9,684t

②482団体

R2目標 R2実績

古紙市況が悪化し協力業者の廃業や団体
の撤退が危惧されるため、団体・協力業者
双方への支援を行い事業継続と廃棄物の
減量を図る。

Ｂ

世界最大の資源物輸入国である中
国の輸入規制に加え、世界的な新
型コロナウイルス流行の影響で、リ
サイクル業界はかつてないほど厳
しい状況に置かれている。
従来の啓発活動だけでなく、事業を
存続させる対策が必要である。

期間 0.70 人
非常勤
特別職

0.15 人 R3目標

Ｈ3～ 5,718千円 会年職員 0.00 人

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

食品ロスゼロのまち
促進事業

根拠法令 R2予算現額

優先

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

①協力店舗数
協力店舗数（累計）R2決算額（見込み）

R1目標 R1実績

250店 242店

食品ロスゼロのまち協力店の登録
拡大を目指したが、目標を達成でき
なかった。
協力店の候補店発掘、営業活動に
おいて、新型コロナウイルスの蔓延
が原因で十分な活動ができなかっ
たと考えられる。
今後も周知啓発に向けて試行錯誤
を続けていく。

R2年度に改善した点

食品ロス削減を実践する店舗を登録し、その取
り組みを市民に紹介することで、食ロス削減の
意識啓発を図るため、店舗数を指標とする。

食品ロスゼロのまち協力店を増やしていく
とともに啓発品として、マスクケース・ポス
ター・持ち帰り希望カードを発送した。
また、広報12月号に市内店舗と協力し、ト
コとん！！クッキングレシピの掲載を行っ
た。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

コロナ禍において、中食、内食の機運が高
まる中、飲食店から小売店に啓発の取り
組みの重点を移し、さらなる協力店の開
拓、食品ロス削減の意識の浸透を目指
す。

R2目標値が未達成の理由・分析

新型コロナウイルスの蔓延に伴い、積極的な協
力店の発掘活動を行うことが出来ず、協力店候
補の店舗へのダイレクトメールの送付に留まっ
た。今後の情勢を踏まえつつではあるが、R3年
度は積極的な協力店の発掘活動を行っていき
たい。

R2正規職員
人件費

5,818千円 臨時職員

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 386千円 186千円

マチごとエコタウン所沢構想、循環型社会形成推進
基本法

355千円

250店 249店

255店

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

食品ロス削減を実践する店舗を「食品ロスゼロのま
ち協力店」として登録し、取組内容等を紹介したり、
市ホームページ等で食材を無駄なく調理に使用する
レシピを紹介することにより、食品ロスを削減し、
「もったいないの心」の醸成とごみの減量を図る。

0.70 人
非常勤
特別職

0.00 人

期間 0.70 人 R3目標

Ｈ27～ 5,718千円
0.00 人

①249店

R2目標 R2実績

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

R2その他職員
従事割合

331千円

会年職員

0.00 人

会年職員
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R1決算額

R2決算額（見込み）

58,476千円
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現状の課題

成果

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業概要（全体）

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

会
計

事務事業名称
所属
名称

経費

活動実績(R2)投入コスト

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環担当参事　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環担当参事　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環担当参事　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進担当参事　池田　淳

0.00 人

0.00 人

どのように貢献したか

用地を取得することによ
り、事業の推進を図った。

どのように貢献したか

多くの市民に３Rや「もたい
ないの心」について知って
もらうことで、市民一人一人
の環境意識の向上に貢献
した。

７．エネル
ギーをみん
なにそしてク

リーンに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１４．海の豊
かさを守ろう

１３．気候変
動に具体的

な対策を

１５．陸の豊
かさを守ろう

どのように貢献したか

家具類や古着等をごみとし
て処分するのではなく、貴
重な資源としてリユース、リ
サイクルすることにより、地
球温暖化防止に貢献した。

どのように貢献したか

家具類をごみとして処分す
るのではなく、貴重な資源
としてリユース、リサイクル
を行うことにより、地球温暖
化防止に貢献した。

１３．気候変
動に具体的

な対策を

１３．気候変
動に具体的

な対策を

R2年度に改善した点

再生家具については、粗大ごみ回収で運
ばれた家具を多く受け取り、再生数を増や
す努力をし、実際に展示する際には、多種
が並ぶようにした。

R2目標値が未達成の理由・分析

普段何気なくごみとして処分してしまうもの
を、貴重な資源として再利用するライフスタ
イルをさらに市民に啓発していく。頒布数
の増加により、職員とエコロボランティアと
が協力して、リユースの充実を図っていく。

目標設定の考え方・根拠

B

新型コロナウイルスの感染拡大の
影響が多きとはいえ、家具類や古
着、陶磁器などをごみとして処分す
るのではなく、汚れや傷などを
チェックし、リユース品として再使用
を促進することで、市民に３Rの浸
透を図っているが、回収方法や分
別、資源化、頒布方法などに更なる
改善の余地がある。

目標達成済み

目標達成済み

自治事務

事業の種別

一
般

R1予算現額 R1決算額 指標名

13,394千円

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

リサ
イク
ルふ
れあ
い館

実施計画ランク

根拠法令

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

事業の目的及び具体的な内容

市民サービスの向上とリユースの推進を図るため、
東西クリーンセンターにおいて実施していた粗大ご
み収集事業をリサイクルふれあい館において一元
化し、「もったいないの心」推進事業の一環として実
施していた「再生可能な家具の回収業務」も付加す
ることにより、粗大ごみの収集から再生・頒布、廃棄
までを一体的に行う。

期間

重要
①粗大ごみの収集点数

②再生家具候補の回収点数

R1目標

11,613千円

R2目標値が未達成の理由・分析

再生家具の展示点数

①29,960点

②1,615点

R2年度に改善した点

粗大ごみの回収依頼申請が年々増加する
中、一日の回収ルートを効率よく回ること
により、回収できる件数が増えた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

市民が回収依頼申請してから回収まで、
おおよそ1週間待つほど申請数が増えてい
る。回収する職員の人材確保が急務に
なっている。

2,600点 1,709点

目標設定の考え方・根拠

再生可能な家具を資源物として活用した点数で
示すことにより、ごみの減量成果がわかりやすく
するため。数値は前年度の実績を基にしている
が、新型コロナウイルスの影響により大きく増減
することが考えられる。

A

新型コロナウイルス感染拡大によ
りステイホームが増える中ではある
が、家具を買い替える人が多くなっ
ている。また、家具の再生作業をす
る職員の技術向上も一因であると
考える。今後も、更なる市民の利便
性の向上、リサイクル率の増加を
めざし、事業に取り組んでいきた
い。

1,200点 1,615点

7.02 人
非常勤
特別職

0.00 人

R1実績

R2目標 R2実績

H29～ 56,523千円

R3目標

1,600点

粗大ごみリユース推
進事業

非常勤特別職

R2決算額（見込み）

14,169千円

法定受託事務 法定受託＋附加

会年職員

6.92 人

R2正規職員
人件費

58,350千円

5,968千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

4.00 人

R2その他職員
従事割合

R2予算現額

11,135千円

リサ
イク
ルふ
れあ
い館

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

R2予算現額

　「もったいない心」を大切に、ごみの減量・資源化に取り
組むとともに、循環型社会の形成のための3Rのひとつで
あるリユース及びリサイクルを暮らしに定着させる。
①再生家具：粗大ごみとして排出された木製家具を手直し
した後、館内で展示のうえ抽選で月２回頒布。小型家具に
ついては常設頒布。②不用品登録：「もとめます」「ゆずり
ます」として登録された品物の」情報提供。③もったいない
市：「東所沢エコステーション」や拠点回収に出された古
着・陶磁器を分別し、利用可能なものを館内で展示のうえ
頒布。

2.00 人

期間

重要 「もったないの心推進事業」において、家具・古
着・陶磁器の頒布数がリユース・資源化の指標
として数値化でき、わかりやすい設定と考える。
数値の根拠は、前年度の実績を基に算出してい
る。

R1目標 R1実績
もったいないの心推
進事業

R2決算額（見込み）

所沢市リサイクルふれあい館条例、所沢市リユース
品頒布事務取扱条例、不用品登録事業事務取扱要

8,104千円 3,888千円

8,475千円
①再生家具頒布申込者数

②もったいない市利用者数

③エコステーション利用者数

指標名

根拠法令

自治事務

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

23,090人

16,624千円 R2実績

法定受託事務 法定受託＋附加

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

会年職員 4.00 人
①小型家具  920人
　 大型家具6,607人
②0人

③15,563人

R2目標

R1その他職員
従事割合

0.00 人 34,467人

いずれの数値も前年度を下回っているが、新型
コロナウイルスの感染拡大により、臨時閉館、
開館時間の短縮、イベントの中止などが影響し
ている。

事業の利用者数
再生家具頒布申込者数＋もったいない市利用者
数＋エコステーション利用者数

1.90 人

32,000人

H15～ 15,519千円 23,000人

27,000人

R3目標
非常勤特別職

リサ
イク
ルふ
れあ
い館

実施計画ランク 事業の種別

一
般

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

期間

R2実績

R1予算現額

もったいないの心啓
発事業

根拠法令 循環型社会形成推進基本法、

重要

R1決算額

8,222千円 10,625千円

①リサイクルふれあい館及び東
所沢エコステーション来館者数

②講習会参加人数

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

市民が「来館して良かった。また来館した
い」と思ってもらえるように、市民ニーズに
対応した講座やイベントの充実を図った
り、他の施設と連携して事業を実施するな
ど啓発の充実を図っていく。

40,000人 41,040人
A

来館者数については、新型コロナ
ウイルスの感染拡大によるステイ
ホームが増える中、遠出を避け近
場の施設に出かける市民が多く
なったことから、来館者が増えた要
因であると感じる。また、部屋の模
様替えなどを行い、そこから出た古
着などを東所沢エコステーションに
持ち込む市民が増えた。しかしなが
ら、蜜を避けるため講習会は中止
にしたり参加人数を少なくしたこと
から、低数値になった。

R1目標

R2目標

R1実績

R2年度に改善した点

啓発施設であるリサイクルふれあい館及びリ
ユース、リサイクル品の引き取り場所である東
所沢エコステーションについて、一人でも多くの
市民に施設の存在を知ってもらい、利活用して
いただくことが目的であることから実績を基にし
ている。

リサイクルふれあい館職員がボランティア
で草花を育て、特に正面玄関周りを色とり
どりの花で市民を迎えるようにした。訪れ
た市民からは「きれいな施設だから何度も
来たい」と高評価を受けている。

指標名 目標設定の考え方・根拠

来館者数（リサイクルふれあい館は、正面玄関
自動ドアカウンターによる）

6,385千円 5,658千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R2決算額（見込み）

所沢市リサイクルふれあい館条例、所沢市廃棄物
の減量及び適正処理に関する条例

R1その他職員
従事割合

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

30,000人 60,040人

R2予算現額

1.78 人
非常勤
特別職

0.00 人

14,795千円

R3目標

H15～ 13,477千円 50,000人

①60,040人

②130人

①小学4年生社会科見学等見学者の印象に残る館内展示
（遊び心を取り入れた）わかりやすい解説で環境学習を充
実する。②催事の企画開催（エコロまつり、エコロ市、出張
エコロ市）等による市民へのＰＲ事業。③市民フェスティバ
ル等への積極的参加によるＰＲ活動。④館内展示のほ
か、ホームページや情報誌発行による情報提供の研究。
⑤暮らしの中で3R（Ｒeduce・リデュース発生抑制、Ｒeuse・
再使用、Ｒｅｃｙｃｌｅ・リサイクル・再生利用）を実践するため
の場として、おもちゃの病院や傘修理、各種講座等の開
催。

会年職員 1.00 人

非常勤特別職

1.65 人

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

R2正規職員
人件費

H11～

4.65 人

547,403千円

Ｂ
R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

最優先 自治事務

第２一般廃棄物最
終処分場整備事業

517,831千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R2年度に改善した点

事業進捗状況
（土地の取得率）

自区内処理の原則に基づき、新たな最終処分
場を整備する必要があるため、各段階における
成果指標を設定した。
事業進捗に伴い土地の取得率を成果指標とし
た。

交通の安全性を向上させるため、搬出入
路のルートを一部変更し、事業の推進を
図った。

R1目標

期間

R1決算額 指標名

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

　市内で発生する一般廃棄物の最終処分について
は、市外の最終処分場と市内の北野一般廃棄物最
終処分場で行ってきたが、北野一般廃棄物最終処
分場は平成17年3月末日をもって埋立が終了した。
　現在は全量を県営の処分場や県外の民間処分場
へ搬出していることから、自区内処理の原則に基づ
き、市内に新たな一般廃棄物最終処分場を整備す
る事業である。

法定受託事務 法定受託＋附加 509,154千円 413,857千円

①事業者選定委員会条例の制
定

②用地購入

R2予算現額 R2決算額（見込み）

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市廃棄
物の減量及び適正処理に関する条例

非常勤
特別職

4.0%

38,651千円 目標値の43%に対し、38%の実績であり、目標値
をやや下回った。
用地取得については、地権者の理解が必要で
あり、引き続き、理解が得られるよう丁寧な説明
を心掛ける。

①R2.12月議会 議決を得る

②22,334.30㎡

R2目標 R2実績

R2その他職員
従事割合

0.00 人

臨時職員 1.00 人

38.0%

R3目標

43.0%

評価指標の目標値をやや下回って
いるが、用地取得については、一
定の成果が得られた。
今後も、引き続き、地権者へ丁寧な
説明を行い、事業への理解を得な
がら進めていく。

39.0%

39,206千円
1.00 人

34.0%

4.80 人
会年職員

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

令和３年度中に設計と建設を一体的に行
う事業者を決定するとともに、地元の周辺
整備要望について、より一層丁寧に説明を
行い、理解を得ながら事業を進めていく。

R1決算額

非常勤
特別職

0.00 人



第４章　みどりあふれる持続可能なエコタウン  第３節　循環型社会

現状の課題

成果

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業概要（全体）

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

会
計

事務事業名称
所属
名称

経費

活動実績(R2)投入コスト

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進担当参事　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進担当参事　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

所長　當摩　卓

項目名

■ □ □

実績

評価者

所長　當摩　卓

どのように貢献したか

不法投棄物の撤去や未然
防止により公衆衛生の向
上に貢献している。

どのように貢献したか

生活に伴って排出されるし
尿や浄化槽汚泥等を適正
かつ安定的に処理すること
は、生活の基盤に不可欠
なものとして貢献している。

１５．陸の豊
かさを守ろう

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

生活に伴って排出される家
庭ごみを安定的に収集運
搬することは、生活の基盤
に不可欠なものとして貢献
している。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

高齢や障害等により、自ら
ごみ集積所にごみを出すこ
とが困難な市民の生活環
境の向上と安全確保に貢
献している。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

収集
管理
事務
所

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

422,041千円

重要

指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 88,037千円 70,633千円

①年間ごみ収集量

②年間経費
53,672千円 47,351千円

R2年度に改善した点

生活ごみの効率的な収集を目的としているの
で、１トンあたりの収集に係る経費を指標とす
る。
目標値としては、前年度を下回ることを目標とし
た。

新型コロナウィルスの感染拡大を防止する
ため、収集職員を収集管理事務所と西部ｸ
ﾘｰﾝｾﾝﾀｰの２か所に分散した。

１トンあたりの収集経費
年間経費÷年間ごみ収集量

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析
A

目標値を下回り目標を達すること
ができた。
今後も経費削減に努めていきた
い。

目標達成済

家庭から排出されるごみの分別により資
源物の有効活用を促進し、循環型社会の
確立を目指すものであり、市民の理解と協
力が必要不可欠であることから、ごみの分
別についての啓発や指導を引き続き行っ
ていく。

0.00 人

R1その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

593,892千円 臨時職員 2.25 人

①20,015ｔ

②４６９,３９２千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

71.45 人
非常勤
特別職

0.00 人

年間利用世帯数

ごみ収集事業

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

23,452千円/t

所沢市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例

期間 51.67 人 R3目標

S26～

市民の生活ごみとして、ごみ集積所に排出された廃
棄物の適正処理及び再資源化により、公衆衛生環
境の向上及び循環型社会の確立を実現するため、
ごみの分別を徹底し,効率的に収集を行う。また、こ
れに伴うごみ集積所の設置・維持管理についての指
導及び清掃車両の整備並びにごみ集積所情報管理
システムの運用管理を行う。

23,623千円/t

R2実績R2目標

23,623千円/t 23,452千円/t

25,298千円/t

収集
管理
事務
所

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

ふれあい収集事業

根拠法令 R2予算現額

期間

R1決算額 指標名

所沢市ふれあい収集実施要綱

目標設定の考え方・根拠

A

750世帯

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

660世帯

目標値を上回り、目標を達すること
ができた。
今後も利用拡大に努めていきた
い。

651千円 762千円
①年間利用世帯数

②年間利用予定世帯数1,389千円

R1その他職員
従事割合

R1目標

R2決算額（見込み）

目標達成済660世帯

R2年度に改善した点

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加
当制度について、周知・啓発し、利用拡大を図る
ため、年間利用世帯数を指標とする。
目標値としては、年間利用予定世帯数を目的と
した。

新型コロナウィルスの感染防止の観点か
ら、収集職員を２か所に分散した。

1,387千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

661世帯
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

34,079千円 臨時職員 0.30 人

①７２９世帯

②６６０世帯

R2目標 R2実績

ふれあい収集の利用者は、今後増加が見
込まれることから、担当者の育成をはじ
め、収集体制を整える必要がある。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

6.53 人 R3目標

H17～ 53,337千円

高齢又は障害等により、家庭から排出するごみを自
らごみ集積所に出すことが困難な市民の生活環境
の向上及び安全確保のため、当該事業利用者宅の
戸口において直接ごみの収集を行う。さらに、希望
者には、声かけを行い安否確認を行う。

4.10 人
非常勤
特別職

0.00 人

729世帯

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市廃棄
物の減量及び適正処理に関する条例

根拠法令

し尿処理施設運営
管理事業

事業の目的及び具体的な内容

重要

100.0%9,230千円

0.00 人

①245日

②18,986（t/年）

③44（項目）

R2正規職員
人件費

R3目標1.13 人

113,467千円

100.0%

①稼働日数

②し尿及び浄化槽汚泥処理量

③下水排除基準達成項目数
R1その他職員
従事割合

100.0%

R2その他職員
従事割合

100.0%

R1目標 R1実績

0.00 人

目標達成済

R1予算現額 R1決算額 指標名

R2予算現額 R2決算額（見込み）

126,594千円

下水排除基準達成率
（下水排除基準達成項目数/下水排除基準項目
数）

116,300千円

119,598千円

R1正規職員
人件費

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

会年職員 0.00 人

公共下水道の整備によりし尿汲み取り世
帯数及び浄化槽世帯数は減少傾向になる
と考えられるものの、市町村の処理義務を
果たすため、引き続き安定した施設の運
営、維持管理業務を行っていく。

成果指標の目標を達成できてお
り、衛生センターの運転管理におい
て安定したし尿処理が行われてい
たと判断できる。今後も本事業を継
続することにより、生活環境の保全
及び公衆衛生の向上に努めていき
たい。

目標設定の考え方・根拠

A

期間

R2目標 R2実績
　公共下水道未整備区域等で発生するし尿及び浄
化槽汚泥について、市民の生活環境の保全及び公
衆衛生の向上に支障が生じないように、し尿処理施
設にて適正に処理する。

1.16 人
非常勤
特別職

臨時職員

H24～

100.0%

9,642千円

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

指標名

R2決算額（見込み）

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市廃棄
物の減量及び適正処理に関する条例

8,295千円 7,735千円

①処理件数

②不法投棄物撤去量

③パトロール稼働日数

根拠法令 R2予算現額

R1決算額

7,923千円

目標設定の考え方・根拠

A

成果指標を達成しており、地域の
環境保全、公衆衛生の向上等に関
して、一定の成果が得られていると
考えている。今後も本事業を継続
することにより、不法投棄による環
境悪化の防止に努めていきたい。

R2年度に改善した点

本事業で撤去した不法投棄物の撤去量

本事業を継続することで地域の環境保全の維
持と公衆衛生のの向上、不法投棄未然防止の
推進が図られると考えられるため、不法投棄物
の撤去量を指標とした。

不法投棄の状況により、パトロール経路の
調整を行った。また、不法投棄物の量に
よっては職員によるサポートも実施して、
迅速な回収に努めた。

R1目標 R1実績

目標達成済

7,501千円

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

臨時職員 0.00 人

R2目標値が未達成の理由・分析

16,605㎏ 11,920㎏

16,605㎏ 11,250㎏

6,068千円 R2目標

不法投棄防止パト
ロール及び撤去事
業

事業の目的及び具体的な内容

R2実績

R2正規職員
人件費

R3目標

　不法投棄多発地域をパトロールし、不法投棄物を
撤去することで、地域の環境保全を維持し、新たな
不法投棄を未然に防ぐことを目的とする。

0.73 人
非常勤
特別職

0.00 人
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

不法投棄をなくすためには、早期発見・撤
去・処理することにより不法投棄されにくい
環境をつくることが重要と考える。このた
め、引き続き本事業を継続し、公衆衛生の
向上と不法投棄未然防止に努めていきた
い。

運転管理者と協議を重ね、機械設備等の
耐用年数や重要度に応じ、効率的かつ効
果的な施設の維持管理や修繕を実施し
た。

H13～ 7,024千円 16,605㎏

0.86 人期間
会年職員

①485

②11250

③201

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R2年度に改善した点

安定した処理が行われていたかどうかを客観的
に判断するため、衛生センターからの排水に対
し下水排除基準と比較することとした。目標値は
100%とする。

R2その他職員
従事割合

R1決算額

会年職員 0.30 人

会年職員 2.25 人



第４章　みどりあふれる持続可能なエコタウン  第３節　循環型社会

現状の課題

成果

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業概要（全体）

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

会
計

事務事業名称
所属
名称

経費

活動実績(R2)投入コスト

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

項目名

■ □ □

実績

評価者

所長　當摩　卓

項目名

■ □ □

実績

評価者

西部クリーンセンター所長　　深谷康博

0千円

臨時職員

0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2～ 4,084千円

①原状復帰修繕完了、返還済

②原状復帰修繕完了、返還済

③原状復帰修繕完了、返還済
R3目標

①第１職員駐車場用地原状
　復帰修繕完了後返還
②第２職員駐車場用地原状
　復帰修繕完了後返還
③収集車駐車場用地原状
　復帰修繕完了後返還

借地の原状復帰及び返還の完了

R1その他職員
従事割合

0千円

自治事務

100.0%

0.00 人
非常勤
特別職

-

R2正規職員
人件費

R2目標0.00 人

R2その他職員
従事割合

100.0%

R2決算額（見込み）

事業終了

農地法 14,500千円 13,310千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

0.50 人

会年職員

R2実績

農地へ原状復帰し借地を返還したことから
事業は終了した。

R1実績

土地借料の縮減のため、駐車場の運用を
見直して不用となった借地を原状復帰して
返還した。

R2目標値が未達成の理由・分析

駐車場として使用してきた
用地を農地に戻して地権
者へ返還することにより、
「農地等の利用の最適化
の推進」に寄与した。

法定受託＋附加 0千円

農地法に基づく農地への原状復帰
修繕が完了し、地権者による状態
確認を経て返還を終えた。

指標名

農地法に基づく農地への原状復帰を行い、地権
者へ返還する。

0.00 人 -

目標達成済

R1目標

目標設定の考え方・根拠 １１．住み続
けられるまち

づくりを

R2年度に改善した点R1決算額R1予算現額

R2予算現額

優先

西部
ク

リー
ンセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

収集車駐車場用地
外返還事業

根拠法令

令和２年度から西部クリーンセンター所内の収集管
理事務所が移転することにより、現在借地している
収集車駐車場用地及び職員駐車場用地が不要とな
るため、農地へ原状復帰して返還する。

期間

法定受託事務

どのように貢献したか

どのように貢献したか

生活に伴って排出される家
庭ごみを安定的に収集運
搬することは、生活の基盤
に不可欠なものとして貢献
している。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

A

収集
管理
事務
所

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額 R1決算額 指標名

重要

目標設定の考え方・根拠

A

年間ごみ収集日程表通りにごみを
収集することができたことから、安
定的な収集運搬の体制が確保でき
ていると判断する。

R2年度に改善した点

民間事業者への委託割合
（委託地区の世帯数/市内の全世帯数）

市民生活の生活環境の保全と公衆衛生の向上
を図るため、安定的な収集運搬体制を確保する
必要があり、現業職員が不補充であるため、計
画的に委託拡大を図っていくことが重要である
ことから、委託割合を指標とした。

新型コロナウィルスの感染拡大防止のた
め、委託業者にマスクを配布した。

R1目標 R1実績

55.0%

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 637,105千円 637,105千円

①ごみ収集量

②収集稼働日数
廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市廃棄
物の減量及び適正処理に関する条例

875,000千円 871,420千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

将来にわたり安定した収集体制を維持するため民
間委託し、市民生活の生活環境の保全、公衆衛生
の向上を図る。市民が年間ごみ日程表に基づき委
託地区内のごみ集積所に出したごみを委託業者が
収集し、東部・西部クリーンセンター等に運搬する。

0.65 人
非常勤
特別職

0.00 人

会年職員 0.00 人

55.0%

5,403千円

R2正規職員
人件費

R2実績

安定的な収集運搬体制を維持するととも
に、市民サービスの向上を図りながら事業
を実施していく。

R2その他職員
従事割合

70.0% 70.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標

R2目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

R3目標

一般廃棄物収集運
搬業務委託事業

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

臨時職員 0.00 人

①46,310ｔ

②２５８日

H17～ 14,702千円 70.0%

期間 1.80 人


